
救命ホルダー「胎内たくす」を利用した取り組み（胎内市） 

○救命ホルダー「胎内たすく」は、外出先で急病や事故で突然倒れ、救急搬送されたときに本人の身元や持病、
服用薬、かかりつけ医、親族の連絡先などのあらかじめ登録した情報を速やかに救命医療機関などに提供でき
るようにするためのもです。徘徊等で保護された場合にも役立ちます。救命ホルダー「胎内たすく」には登録番号
が記載されており、緊急事態が発生したときは、救急隊や警察署がその番号から身元を照会する仕組み。 

○平成２５年３月までに約３，０００人に配布した。 



 

 

地域包括ケアシステム構築に向けた取組事例（様式） 

 

①市区町村名 胎内市 

②人口（※１） ３１，３０７人 （H25.4.1.現在） 

③高齢化率（※１） 

（65 歳以上、75 歳以上そ

れぞれについて記載） 

６５歳以上：２８．９１％（9,052 人） 

７５歳以上：１５．９４％（4,992 人） 

（H25.4.1.現在） 

① 取組の概要 ・市内の 65 歳以上の高齢者又は障がい者、難病等や治療中の方を対象に外出の

際救命ホルダー「胎内たすく」を携帯していただき、急病や事故又は徘徊等の

緊急時に登録番号から身元や親族の連絡先等の情報を提供する。 

⑤取組の特徴 

 

・消防署へ事前に情報提供することにより、休日や夜間でも救急時に搬送先の

医療機関へ情報提供が可能。 

・民生委員、介護支援専門員等を通じ高齢者世帯を訪問し調査。 

⑥開始年度 平成 24 年度 

⑦取組のこれまで

の経緯 

外出先で急病等で倒れときのことを不安に感じている人が多い。そんなときに

身元や持病・服用薬をナンバーで照会ができ、すみやかに医療機関に必要な情

報を提供し、治療に役立てられるようにした。 

⑧主な利用者と人

数 

市内の 65歳以上の高齢者及び障がい者。 

平成 25 年 3 月現在約 3,000 人に配布した。 

⑨取組の実施主体

及び関連する団

体・組織 

実施主体：胎内市 

関連団体・組織：消防署、医療機関、警察、民生委員、地域包括支援センター、 

社会福祉協議会、居宅介護支援事業所、介護・障害サービス

事業所 

 

⑩市区町村の関与

（支援等）（※２） 

 

⑪国・都道府県の関

与（支援等）（※３） 

新潟県地域支え合い体制づくり事業補助金 ６，２９３千円 

⑫取組の課題 ・情報の定期的な更新を行う必要がある 

・新規対象者への周知 

⑬今後の取組予定 今後も配布を継続していく 

 

⑭その他  

 

⑮担当部署及び連

絡先 

胎内市役所 健康福祉課高齢福祉係 

   0254（43）6111 （内線 1138） 

※１ 一部地域に限定した実施の場合は、当該地域の人口・高齢化率を（  ）内に記載してください。 

※２ 市町村から財政的支援が行われている場合には予算額等を含めて記載ください。 

※３ 国や都道府県から財政的支援を受けている場合は、補助金や交付金等の名称、額等を含めて記載

ください。 

（新潟県） 



イメージ図 

胎内市の地域ケア会議の体制について 

地域包括支援センター
み ら い

個別事例に

関わる関係者

個別ケア会議

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｄ

地域包括ケアシステムの実現へ

政 策 形 成 (社会基盤整備・介護保険事業計画等の行政計画への位置付け等)

ケア検討部会 （地域課題の発見・把握）

地域包括支援センター
胎内市社協

個別事例に

関わる関係者

個別ケア会議

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｄ

地域包括支援センター
中条愛広苑

個別事例に

関わる関係者

個別ケア会議

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｄ 地域包括支援センター
やまぼうし

個別事例に

関わる関係者

個別ケア会議

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｄ

地域ケア推進部会 （地域づくり・資源開発の検討）

地域包括支援ネットワーク

Ａ 地域包括支援センター

Ｂ 担当保健師

Ｃ 民生委員・

地区組織等

Ｄ 本人
・家族等

Ｅ ケアマネージャー

Ｆ 介護サービス事業者

Ｈ 社会福祉協議会

Ｇ ボランティア

Ｉ 民間企業等

Ｊ ＮＰＯ法人

Ｋ 警察署・

消防署

Ｌ 保健所

Ｍ 認知症疾患医療センター

Ｎ 医師・歯科医師・医療関係者等
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　胎内市地域ケア会議
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